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社会福祉を取り巻く情勢 

 

 新型コロナウイルスの世界的な感染拡大は、私たちの生活に大きな影響を及ぼしていま

す。経済的困窮、雇用の不安定等の課題を増大させ、社会的孤立は子育てや介護、高齢者

のフレイル悪化にも影響するなど、地域生活課題の複雑化・多様化をさらに進めました。 

 

国は、コロナ禍での保健・医療・介護の構築と雇用就業機会の確保のため、雇用と福祉

の連携による離職者への就職支援や、高齢者の就労・社会参加などを推進しようとしてい

ます。 

また、「新たな日常」での生活支援として、相談支援、参加支援、地域づくりの一体的実

施による重層的支援体制の整備促進や、生活困窮者自立支援・ひきこもり支援が強化され

ます。 

 

社会福祉諸制度においても、介護保険や障害者総合支援法では報酬改定され、地域包括

ケアの推進や地域生活移行、就労支援、地域での居場所づくり等、地域の様々な資源を活

用しながら、誰もが生きがいをもって豊かに暮らせる地域づくりが必要とされています。 

また、子ども・子育て分野では子どもの貧困や児童虐待等の課題解決の取組みのほか、

第 4次少子化社会対策大綱では、結婚、妊娠・出産、子ども・子育てに温かい社会づくり

を掲げるなど、地域での見守り支援の強化や相談体制の充実等が求められます。 

 

これらの福祉事業の中核を担う社会福祉法人の直面する大きな課題が、福祉人材の確保

です。本格的な少子・高齢社会において福祉サービスを持続的に提供するために、職員の

資質向上や処遇改善、職場環境の整備等を進めるとともに、社会福祉連携推進法人の創設

により、社会福祉法人それぞれの自主性を確保しつつ、良質な福祉サービスの提供と法人

の経営基盤の強化に向けた連携を促進することが期待されています。 

 

 県では、全県的な地域福祉推進に向け、高齢者、障害者、児童福祉、生活困窮者等の各

分野において、取り組むべき共通事項等を示した第 4期「兵庫県地域福祉支援計画」に基

づき、公民協働によるユニバーサル社会づくりに向けた取り組みが進められています。 

 

本会は、昭和 26年 3月 20日創立以来、今年度 70周年を迎えます。  

「地域共生社会」の実現をめざし、あらためて行政、市町社協、民生委員・児童委員、

社会福祉法人・福祉施設などのさまざまな主体が地域の一員として連携・協働し、課題解

決に向けた総合的な支援体制を構築することが重要です。 
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■ポストコロナ社会に向けた、暮らしを支える新たな仕組みの検討と働きかけ 

事 業 方 針 

 

令和３年度は、現在策定作業中の「県社協2025年計画」の初年度にあたり、基本目標（案）

に掲げた「つながりで笑顔輝く 共生のまちづくり」の着実な推進を図るため、ポストコ

ロナ社会における、共生のまちづくりのプラットフォームを目指します。 

また、県社協の基本的な役割・機能に基づき、県社協会員をはじめ関係機関・団体等と

連携し事業の着実な推進を図ります。 

なお、今年度は、新型コロナウイルス感染拡大に伴う生活福祉資金の特例貸付の債権管

理及び、県社協創立７０周年記念事業を実施します。 

  

 

県社協の役割・機能 と 重点的な取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 地域福祉の推進基盤を担う市町社協への支援 

2. 権利擁護を基盤とした包括的な相談支援 

3. 社会福祉法人の経営基盤強化と地域公益活動への支援 

4. 福祉人材の確保・定着と外国人介護技能実習生への支援 

5. 福祉専門職の育成支援 

6. 幅広い主体・資源がつながる地域づくり活動支援 

7. 大規模災害に備えた支援体制づくり 

8. 事業展開に向けた組織基盤強化等 

つ
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使命：県内の地域福祉を進める主体と協働し、私たちが目指す共生のまちづくりを 

すすめること 

役割         機能 

 ■県域の地域生活課題の明確化 

■多様な主体による地域福祉活動の推進 

■社会福祉事業者への経営支援 

■地域福祉に携わる人材・活動者の養成・育成 

■権利擁護支援とセーフティネット 

プ ラ ッ ト 
フ ォ ー ム 

政策提言 

人材育成 調査・研究 

情報収集・発信 
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令和３年度の重点的な取組み 

 

 

 

1. コロナ禍における全県的な地域福祉の推進 

（1） コロナ禍で生じた課題解決・改善への取組み 

コロナ禍でさらに浮き彫りとなった社会的孤立や生活困窮等の課題解決・改善に向け、

多様な主体が地域での支え合いにより取り組めるよう、市町社協・民間福祉事業者への

支援や、県民への啓発活動を推進します。 

（2） 新型コロナウイルス特例貸付の債権管理 

新型コロナウイルスの影響で収入の減少等があった世帯を対象にした生活福祉資金

事業の特例貸付について、令和４年度からの償還開始に向けた適切な債権管理を進めま

す。 

 

2. 福祉・介護人材の確保と育成・定着及び資質向上 

多様な福祉人材を確保するため、福祉人材センターでの地域相談窓口の運営やオンラ

インでの面談を推進するとともに、外国人技能実習制度の監理団体として、施設での介

護職の外国人技能実習生の受入を支援し、送出国及び実習生数の拡大を推進します。 

 

3. ボランタリー活動への支援 

平時から災害への備えを強化する、「ひょうご災害ボランタリー活動サポート事業」

や、大規模災害時に被災地でボランティア活動を行う団体・グループに対して交通費等

を助成するとともに、コロナ禍での災害ボランティア派遣への対応を強化します。 

 

4. 県社協創立７０周年記念事業の実施 

兵庫県社会福祉協議会が昭和 26（1951）年 3月 20日に創立されてから 70周年を迎え

ることから、県社会福祉大会を記念大会とし、記念誌等の発行を行います。 
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事 業 計 画 

 

 

１． 地域福祉の推進基盤を担う市町社協への支援 
 

１ 市町社協が地域福祉推進組織としての役割を発揮するための組織基盤を強化します 

（１）拡 市町社協の組織基盤強化に向けた支援 

市町社協が地域福祉のコーディネート役としての役割を発揮できるよう、会長や事務局長、担当

職員といった階層ごとの協議・研究の場や地域福祉推進のための人材育成の場づくりをすすめます。 

今年度は、地域福祉推進にかかる政策課題に対する提言活動と階層別の協議・研究の体制強化に

向け、市町社協活動推進協議会の活性化を進めるとともに、国や自治体が進める重層的支援体制整

備事業への対応を行います。 

①トップマネジメントセミナー（県内社協会長会議） （8月） 

②市町社協活動推進協議会の運営支援 総会（8月）／幹事会（7 月・12月・2月） 

③県内社協事務局長会議（5 月・8月・11月・2月） 

④社協ワーカー実践研究会議 （7月・9月・2 月） 

⑤新 重層的支援体制整備事業情報交換会（9 月） 

⑥地域福祉推進情報の発信（随時） 

⑦県内ブロック、市町社協への個別訪問・相談対応による支援 

（２）地域福祉推進のための計画策定支援・活動支援 

①「市町地域福祉推進計画」の策定や評価活動への参画・支援 

（３）地域福祉の推進課題に関する調査・研究活動の推進 

①ひょうご地域福祉データ集（社協活動調査）の作成 

県内社協の活動・事業や各市町の地域福祉の基礎データを調査・収集し、基礎資料として分析、整理

します。（報告書 300部／県社協ホームページで公開） 

②市町社協経営調査研究事業 

社協の経営改善に向けた各社協の主体的な取組みを促進することを目的に、次の取組みを行います。 

・「社協経営検討会議」の設置（年 2回） 

・拡 社協経営セミナーの開催（基礎編・経営管理編） 

・新 財務会計個別指導の実施（9～10 月） 

・職員交流・勉強会の開催（10月） 

 

 

 

 



- 5 - 

２ 包括的支援体制の構築に向けたコミュニティワーカー育成・地域福祉活動を支援します  

（１）小地域福祉活動の充実に向けた情報の発信 

①「ひょうごの福祉」を通じた実践事例の発信 

（２）「地域での生活支援体制づくり」の推進 

市町域での生活支援体制づくりを支援するため、生活支援コーディネーターの養成や協議体の

設置促進を図るための研修等を兵庫県と連携しながら開催します。また、生活支援コーディネー

ター推進員を配置し、県内の実践事例を収集・発信します。 

①生活支援体制整備事業管理者会議（5 月） 

  主に市町での管理者を対象に、事業の考え方や進め方等を協議するために実施します。 

②生活支援体制整備事業セミナー（基礎・6月、実践・11月） 

  生活支援コーディネーターに求められる役割や住民主体の地域づくりに向けた具体的な支援方策を

学ぶ場として実施します。 

③生活支援体制整備事業フォローアップ研修（1月～2 月） 

  生活支援コーディネーターのスキルアップ、実践力強化に向けた研修を実施します。 

④オンライン情報交換会（年 5回） 

（３）「ユニバーサルカフェ開設応援事業」の推進 

共生のまちづくりに向け、高齢者・障害者・子ども・子育て世代等、誰もが気軽に集い、交流で

きる地域の福祉拠点づくりを支援するため、「ふるさとひょうご寄付金」を活用した「ユニバーサ

ルカフェ開設応援事業」を実施します。 

（４）中間マネジャー、コミュニティワーカーの育成 

①社会福祉協議会新任局長・新任職員研修（4 月、新任局長 15名、新任職員 100 名） 

②組織マネジメント基礎研修（管理職研修）（7 月、施設長、部門管理者（部課長、フロアー長）、社協

事務局長など 50名)  

③地域福祉研修（8 月～10月、社協職員、社会福祉施設・事業所の介護職・相談員等 50名) 

④地域福祉ゼミナール（9月～12月、社協職員、社会福祉施設・事業所の介護職・相談員等 15名） 

（５）兵庫県民生委員児童委員連合会との連携（研修共催）  

①新任民生委員・児童委員研修会（5月） 

②主任児童委員部会全県研修会（7月） 

③民生委員・児童委員研修総会（9月） 

④民生委員・児童委員会長等研修会（1 月） 

（６）民生委員互助共励事業の運営 

①互助事業 

②指定民生委員児童委員協議会育成事業 （令和 3 年度から 2 か年指定（宍粟市、猪名川町）） 

③民生委員・児童委員の地域福祉実践を支援するための研修の開催助成 

④民生委員互助共励事業運営委員会（6 月・3 月） 
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（７）拡 民間福祉サービス団体等との協働促進 

①兵庫県地域包括・在宅介護支援センター協議会の事務局運営  

・ 総会・講演会 ／ 理事会 ／ 企画・研修部会 ／ 職員研修会 （新任・現任） 

・ 新 全国地域包括・在宅介護支援センター協議会研究大会の開催協力（10月） 

②兵庫県ホームヘルプ事業者協議会の事務局運営  

・ 総会・管理者研修 ／ 理事会 ／ 職員部会 ／ サービス提供責任者研修 

③兵庫県宅老所・グループホーム・グループハウス連絡会への協力  

④高齢者、障害者、子ども家庭福祉に関する啓発協力 
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２．権利擁護を基盤とした包括的な相談支援 

 

１ 当事者の自己実現の過程に寄り添う支援を強化します 

（１）ひょうご若年性認知症支援センターの運営 

①若年性認知症支援担当者研修（2回） 

②家族介護者連絡会、前頭側頭型認知症家族交流会、家族介護者研修など家族会等への支援（7回） 

③若年性認知症専門相談会（3回） 

④若年性認知症啓発フォーラム（1回） 

（２）若年性認知症当事者の活動支援 

①「若年性認知症とともに歩むひょうごの会」等の開催（5 回） 

（３）セルフヘルプグループ等との協働促進 

①東日本大震災の県内避難者支援団体「避難サポートひょうご」の運営協力 

②ひょうごセルフヘルプ支援センターへの協力 

（４）兵庫県福祉サービス運営適正化委員会の運営 

①兵庫県福祉サービス運営適正化委員会の開催（6月・2月） 

②苦情解決合議体の開催（毎月 1回） 

・巡回相談の実施（3カ所 サービス提供事業所） 

・事業所向けポスター・チラシの配布 ／ 利用者向けリーフレットの配布 

③苦情解決セミナー（1回） 

④運営監視合議体の開催（6 月～2月、3回） 

⑤現地調査の実施（5～9月、7カ所） 

 

  

２ 「総合相談・生活支援」の取り組みを向上します 

（１）日常生活自立支援事業の実施 

判断能力が十分でない障害者等が、自立した地域生活を送ることができるよう、日常生活自立支

援事業を実施し、その従事者の資質向上や普及啓発を行います。また、市町社協と協力し、令和元

年度から転換した事業実施体制（全市町実施方式と二者契約）の定着を図ります。 

①契約締結審査会 

②専門員会議（年 4回） 

③新任専門員研修会（5月） 

④専門員研修会（9 月） 

⑤生活支援員研修会（10月） 
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（２）生活福祉資金貸付事業の実施 

生活困窮世帯等の課題を抱える世帯に対し、生活福祉資金の貸付けをとおしてその世帯の自立に

向けた支援を行います。 

①生活福祉資金（総合支援資金、福祉資金、教育支援資金、不動産担保型生活資金）及び臨時特例つな

ぎ資金の貸付等による生活支援 

②生活福祉資金新任担当職員研修会（5 月）  

③生活福祉資金担当職員フォローアップ研修会（7月） 

④生活福祉資金担当者会議（9月） 

⑤生活福祉資金運営委員会（年間） 

⑥不動産担保型生活資金審査委員会（年間） 

⑦業務訪問（年間） 

（３）新 新型コロナウイルス特例貸付の債権管理 

①新型コロナウイルス特例貸付にかかる償還体制の構築 ／ 償還困難債権の処理 

（４）震災特例貸付及び生活復旧資金の債権管理 

①震災特例貸付にかかる継続した償還指導 ／ 償還困難債権の処理  

②生活復旧資金にかかる継続した償還指導 ／ 償還困難債権の処理   

（５）ひとり親家庭、児童養護施設退所者等への貸付事業の実施 

①ひとり親家庭高等職業訓練促進資金 

②児童養護施設退所者等自立支援資金 

（６）友愛事業の実施 

ひょうごボランタリー基金の果実収入及び寄附金をもとに、児童福祉施設入所児童・交通遺児等

に支援を行います。 

①児童福祉施設入所児童等激励事業 

②児童福祉施設入所児童等私立高等学校等入学支援事業 

③児童福祉施設入所児童等就職支度金支給事業 

④交通遺児激励事業 

⑤中学校卒業交通遺児激励事業 

⑥友愛事業助成 

 

 

３ 住民活動と専門職・組織の連携・協働に向けた仕組みづくりを進めます 

（１）兵庫県権利擁護・成年後見推進事業 

成年後見制度利用促進法施行に伴う地域連携ネットワークの構築や中核となる機関の設置に向

けた動きを包括的な支援体制や総合相談につなげていくため、「権利擁護支援センター」「成年後見

支援センター」を核に市町域の権利擁護体制づくりを進めます。 
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①兵庫県権利擁護・成年後見推進会議（年 6回） 

②権利擁護推進フォーラム（11月） 

③市町域での成年後見利用促進にかかる取組の推進支援 

（２）生活困窮者自立支援制度の推進・支援 

生活困窮者自立支援制度による世帯の自立支援が効果的に機能するよう、市区町社協及び関係機

関等の連携強化や相談支援の向上に向けて取り組みます。 

①生活困窮者支援連絡促進会議（12 月） 

（３）権利擁護に関する相談及び関係機関との連携 
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３．社会福祉法人の経営基盤強化と地域公益活動への支援 
 

１ 社会福祉法人への経営支援を強化します  

（１）経営力向上を目的とした事業・セミナー等の開催 

①社会福祉法人経営トップセミナー(12 月) 

②社会福祉法人経営者のための経営講座(10月) 

③新 社会福祉法人経営強化検討委員会 

  年度毎に社会福祉法人経営についてのテーマ 

（「財務」等）を設定し、それぞれについて検討 

を行い、取りまとめた結果を県内の社会福祉法人 

に公開し、県内社会福祉法人の経営強化を図って 

いきます。 

④経営協総会（記念講演会）(5月) 

⑤経営協理事会、情報発信、政策提言活動 

⑥青年協議会事業（代議員会・研修会等） 

⑦新 全国社会福祉法人経営者大会（9 月） 

（２）社会福祉法人の経営力を高める応援事業の実施 

「社会福祉法人経営計画策定ワークブック」等を活用し、経営協・青年協とともに社会福祉法人

の経営計画策定の支援を行います。 

①経営計画策定支援事業 

②社会福祉法人の経営計画普及セミナー 

③社会福祉事業経営相談事業 

④社会福祉資金貸付事業 

（３）社会福祉法人の経営リスクに対する補償制度の運営 

①ひょうご福祉サービス総合補償制度の運営 

②社会福祉法人役員賠償責任保険のＰＲ 

③リスクマネジメント研修の実施（2月） 

④集団扱い保険制度への加入促進 

（４）民間社会福祉事業職員互助会事業の運営 

①給付事業（結婚祝金、出産祝金、長期勤続者慰労金等、約 5,000件） 

②貸付事業 

③会員交流事業（会員のつどい、チケット斡旋、宿泊旅行、日帰り旅行 等) 

④新 ホテルランチプラン事業 

新型コロナウイルス感染症の感染状況を鑑み、会員が好きな日時を設定して参加することができる

県内ホテルのランチプランを実施します。 

⑤バレーボール大会（9月） 

社会福祉法人経営強化検討委員会の様子 
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⑥事業利用活性化事業（㈱リロクラブ「クラブオフ」活用） 

⑦互助会メールネットの運営 

⑧職場定着支援事業 

「職場デビュー応援事業（入会満１年・約 1,400 件）、「活き活き応援事業」（入会満 3年・1,000件） 

⑨手帳等配布、商品割引斡旋、指定割引施設との提携 等 

⑩新 団体保険事業 

  会員の福利厚生の増進のため、スケールメリットを活かした一般団体契約保険（所得補償保険、団

体医療保険等）を実施します。 

⑪民間社会福祉事業職員互助会事業運営委員会の開催（2回） 

⑫「福利厚生センター（ソウェルクラブ）」事務の一部受託 

（５）民間社会福祉事業職員退職共済事業の運営 

①退職一時金・遺族一時金の給付（約 2,000件） 

②制度実施状況報告書の発行（1 回）と制度ＰＲ、「退職共済ニュース」の発行（2 回） 

③民間社会福祉事業職員退職共済事業運営委員会（2回） 

④事務説明会（1回） 

⑤福祉医療機構「社会福祉施設職員等退職手当共済制度（全国共済）」事務の一部受託 

（６） 職場研修支援事業の実施 

福祉職場における研修体制の充実を図るため、県からの委託事業により「職場研修アドバイザー」

を配置し、各福祉職場における研修の実施の促進と定着を支援します。 

①職場研修アドバイザーによる職場研修支援 

②ＯＪＴリーダー養成研修（基礎編）（再掲） 

③ＯＪＴリーダー養成研修（実践編）（再掲） 

（７）社会福祉法人・種別協議会との連絡・調整 

 

 

２ 社会福祉法人の「地域公益活動」を支援します  

（１）社会福祉法人地域公益活動推進事業の実施 

「社会福祉法人連絡協議会（ほっとかへんネット）」の設置促進を引き続き図っていくとともに、

設立後の活動がより活発に、そして充実したものとなるよう助成支援を行います。 

①社会福祉法人連絡協議会設立支援事業 

②社会福祉法人連絡協議会活動支援事業 

③社会福祉法人連絡協議会代表者等連絡会（2 回)  

④地域公益活動推進セミナー（1 回)  

⑤ホームページ・機関紙等による情報発信 

⑥市町社協、関係団体との連絡調整 
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社会福祉法人連絡協議会の設立状況 

区分 設立市区町 

～平成 26年度 伊丹市、南あわじ市、神戸市垂水区、 3 

平成 27年度 丹波市、佐用町、丹波篠山市、神戸市東灘区、神戸市兵庫区、神戸市西区 6 

平成 28年度 宝塚市、神戸市灘区、神戸市長田区、神戸市須磨区 4 

平成 29年度 神戸市北区、明石市、小野市、三田市、加西市、神戸市中央区 6 

平成 30年度 加東市、たつの市、川西市、豊岡市、赤穂市、西脇市、尼崎市、新温泉町 8 

令和元年度 西宮市、加古川市、高砂市、宍粟市 4 

令和２年度 姫路市、相生市、上郡町、播磨町、芦屋市、洲本市 6 

計 37 
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４．福祉人材の確保・定着と外国人技能実習生への支援 
 

１ 福祉人材の確保・定着に向けた取り組みを強化します 

（１）福祉人材センターの運営 

①総合相談窓口の開設 

②福祉人材職業紹介事業  

③福祉人材センター運営委員会の開催（2回） 

（２）新 福祉のおしごと探し総合支援サイトの運営 

WEB による面談ができるコーナー、各法人等を紹介するコーナー、各種情報発信コーナー等を設

けた総合的なワンストップサイトを運営し、福祉職場の魅力を発信するとともに人材確保を図って

いきます。 

（３）拡 就職総合フェア等の開催 

①拡 福祉の就職総合フェア（7 月・3 月） 

福祉のしごとをより身近に感じてもらうとともに、イ    

メージアップを図るため、障害者アートの展示を始めと   

した福祉のしごと魅力発信コーナーや福祉機器・福祉ロ 

ボット体験コーナー等を設置します。 

②就職説明会（9月～10月、3会場×1 回) 

③新 市町と協働した人材確保対策事業 

参画している兵庫県福祉人材確保戦略会議のもと、各関係機関と連携し、より地域と密着した形の

求人・求職支援を行うため、市町と協働した就職説明会等を開催します。 

（４）福祉・介護人材マッチング機能強化事業 

キャリア支援専門員（3 名）を配置し、福祉分野への就労希望者の掘り起し、求職者のニーズに

合わせた新規求人の開拓など、求職者と求人事業所とのマッチング機能の強化を図っていきます。 

①福祉人材センター出張相談（毎月第 1木曜） 

②ハローワーク巡回相談（10 か所） 

③県内外の福祉系学校等及び法人への訪問 

④複数事業所連携事業 

（５）福祉・介護人材確保対策強化事業の実施 

①相談窓口の拡充 

よりきめ細やかな求職者等への対応を行うため、県内 5 か所（西宮、宝塚、加古川、姫路、豊岡）

において相談業務を行います。 

（６）拡 社会福祉法人就業者確保支援事業の実施 

社会福祉法人における職員の人材確保・定着を促進するため、自法人職員に対する奨学金返済支援

就職フェアで機器の説明を聞く求職者の様子 
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制度を有する社会福祉法人に対し、その負担額の一部を補助します。 

（７）拡 福祉のしごとをＰＲするための事業の推進 

福祉の仕事のやりがいや魅力を多くの人に伝える各種広報・啓発事業を展開し、福祉・介護の仕

事に対する理解と人材の参入の促進を図ります。 

①一般求職者・高校生・大学生等の福祉体験 

学習助成（学生等約 200名） 

②バスツアーによる福祉職場見学の実施 

  体験・学びを中心に、指導教員・学生・ 

保護者等を対象としたツアーを実施します。 

③新 イメージキャラクターの積極的活用 

    昨年度、制作した人材センターイメージキャラク 

   ターを積極的に活用し、福祉のおしごとのＰＲを 

展開していきます。 

④民間企業が主催する就職フェア等への出展 

⑤ＳＮＳを活用した広報・啓発の実施（ホームページ・Facebook・YouTubeによる情報発信） 

（８）福祉人材の確保・定着に向けた研修の開催 

社会福祉施設等の人事・採用担当者を対象に、人材の確保・定着等に向けたノウハウを習得する

ための研修を実施します。（11月） 

 

 

２ 介護職種の外国人技能実習生の福祉施設等での受入れを支援します 

（１）拡 「ひょうご外国人介護実習支援センター」の運営 

コロナ禍においても、外国人介護技能実習生の受入れが円滑かつ迅速に実現するよう、海外の

送出機関等と綿密に連携し、Web を活用した小規模随時面接や政府が要請する水際対策に即した

入国後講習の実施などに取り組み、県内の福祉施設等が適切かつ迅速に外国人介護技能実習生が

受け入れられるよう支援を行います。 

①外国人介護技能実習生の受入れ斡旋 

②水際対策に即した入国後講習の実施 

③新 外国人介護技能実習生資格取得支援事業の実施 

④受入施設への訪問指導 等 

（２）国際調整専門員の設置 

コロナ禍における外国人介護技能実習生の受入れを円滑かつ迅速に実現するため、送出機関等

との連絡調整を図るとともに、外国人介護技能実習生の多様化を図るため、受入対象国の拡大に

向けた調査を行います。 

①送出機関との連絡調整や水際対策に即した入国諸手続きの実施 

②新たな受入対象国及び送出機関の調査 

バスツアーで説明を聞く参加者の様子 

 



- 15 - 

（３）介護職の技能実習生相談員の設置 

全国初の社会福祉法人の監理団体である兵庫県社会福祉協議会ならではの取り組みとして、県

内の福祉施設で技能実習を行う外国人介護技能実習生に対し、情報提供や相談支援を行うととも

に、日本文化の理解や地域との交流を促進し、外国人技能実習生が安心して働ける環境整備の支

援に取り組みます。   

①外国人介護技能実習生に対する情報提供・相談支援 

②日本文化講習会や情報交換会の開催 

③新 介護の日本語研修の開催等 

 

 

３ 人材確保に向けた貸付事業や介護等の体験・研修事業を推進します 

（１）拡 介護福祉士修学資金等貸付事業の実施  

①介護福祉士修学資金 

②社会福祉士修学資金 

③介護福祉士実務者研修受講資金 

④離職した介護人材の再就職準備金 

  ⑤新 介護分野・障害福祉分野就職支援金 

   介護未経験者等の他業種で働いていた者が介護職員等として就職する際に、必要となる資金の貸付け

を新たに実施します。 

  ⑥新 福祉系高校修学資金 

   福祉系高校に通う学生に対する修学準備金等の必要費用の貸付けを新たに実施します。 

（２）教員免許取得希望者の介護等体験事業の実施 

「小学校および中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等に関する法律」

に基づき、小中学校普通教員免許状取得希望者の社会福祉施設等での介護等体験事業の受入調整

等を行います。 

（３）子育て支援員研修の実施  

子育て支援の仕事に関心を持ち、地域型保育や地域子育て支援の各事業等に従事することを希望

する者に対する研修を実施します（県委託事業）。 

①基本研修【2回開催】（保育士、幼稚園教諭等の資格を有しない者対象 7月、8 月 各 150 名） 

②専門研修   

・地域子育て支援コース（利用者支援事業（基本型））（11月、70 名） 

・地域子育て支援コース(利用者支援事業（特定型)）(11 月、30名) 

・地域保育コース（地域型保育）【2 回開催】（8月～9月、各 150名) 
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５．福祉専門職の育成支援 
 

１ 「地域福祉を担う」福祉専門職を養成します 

（１）兵庫県指定管理研修の実施 

兵庫県福祉人材研修センターの指定管理者として、福祉行政職員及び民間社会福祉事業従事者を

対象とした各種研修事業を実施するとともに、研修施設等の適切な管理を行います。 

＜福祉行政職員研修＞ 

① 福祉行政機関新任職員研修（6月、福祉行政に初めて従事する職員 100名） 

② 生活保護新任ケースワーカー研修（6月、福祉事務所の経験 1 年未満のケースワーカー90 名） 

③ 生活保護中堅ケースワーカー研修（12月、福祉事務所の経験 1 年以上のケースワーカー70 名） 

④ 生活保護医療扶助・介護扶助事務担当者研修（8 月、福祉事務所の医療扶助・介護扶助担当職員 45 名） 

⑤ 生活保護査察指導員研修（9 月、福祉事務所の査察指導員 30名） 

＜社会福祉事業従事者研修＞ 

① 保育所等新任保育士研修【2 回開催】（5月、6 月、新任保育士・保育教諭 200名） 

② 児童福祉新任職員研修（5月、児童養護施設等の新任職員 50名） 

③ 障害福祉新任職員研修【2回開催】（5月、6月、障害福祉施設等の新任職員 200名） 

④ 高齢者福祉新任職員研修【2 回開催】（6月、9 月、高齢者福祉施設等の新任職員 100名） 

⑤ はじめて福祉の仕事に就く人のための研修（社会福祉援助基礎研修）【2回開催】（7 月、10月、社会福

祉の基礎教育を受けていない職員 100名） 

⑥ アンガーマネジメント研修（職業倫理と権利擁護研修）（1月、社会福祉施設等の中堅職員 80 名） 

⑦ アセスメントスキル向上研修（11月、高齢・障害福祉施設等の中堅職員 80名） 

⑧ 子どもの理解と発達支援研修（1 月、児童福祉施設等の中堅職員 100 名） 

（２）社会福祉専門研修事業の実施 

社会福祉事業に従事する職員を対象に、福祉サービスの提供に必要な資質の向上を図るため、現

任研修を実施します。 

① 社会福祉協議会新任職員研修（4 月、5 月、社会福祉協議会の新任職員 100 名） 

② 思いを伝えるコミュニケーション基礎研修（6 月、8月、概ね 3年未満の新任職員 100名） 

③ 相談面接技術研修（初級）【2回開催】（8 月、1月、経験 3年未満の相談面接従事者 120 名） 

④ 相談面接技術研修（中級）【3 回開催】（7月、8 月、1月～3 月、経験 3 年以上の相談面接従事者 72 名） 

⑤ チームアプローチ実践研修（10月、指導的職員（係長、主任）、中堅職員 100名） 

⑥ 地域福祉研修（8月～1月、社協職員、社会福祉施設・事業所の介護職・相談員等 50 名） 

⑦ 地域福祉ゼミナール（9月～12月、社協職員、社会福祉施設・事業所の介護職・相談員等 20 名） 

⑧ 保育リーダーゼミナール（9 月～12 月、保育士・保育教諭 30名） 

⑨ 高齢者福祉リーダーゼミナール（10 月～1 月、障害者福祉職場の指導的職員 20名） 

⑩ 看護職・介護職の連携力強化研修（1月、社会福祉施設・事業所等の看護職員及び介護職員 72名） 

⑪ 栄養士・調理師研修（12月、社会福祉施設の栄養士、調理師 72名） 
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（３）拡 福祉マネジメント研修事業の実施 

社会福祉法人の経営・マネジメントを担う人材養成のための研修を実施します。 

① 社会福祉協議会新任局長研修（4 月、社会福祉協議会の新任事務局長 15 名） 

② 人が育ち自分も伸びるリーダーシップ研修【2回開催】（5 月、6 月、管理職及び指導的職員（係長、主

任）180名） 

③ コーチング研修（仮）【2回開催】（6 月、8 月、管理職及び指導的職員（係長、主任）180名） 

④ 新任職員ステップアップ研修【2 回開催】（10 月、11月、社会福祉施設の 2～3年目の職員 200 名） 

⑤ ＯＪＴリーダー養成研修（基礎編）（7月、新任職員のＯＪＴを担当する職員 100名） 

⑥ ＯＪＴリーダー養成研修（実践編）（8月～11 月、新任ＯＪＴの担当者及びその上位者 60名） 

⑦ ストレスマネジメント研修 （11月、部門管理職、指導的職員 100名） 

⑧ 組織マネジメント基礎研修（管理職研修）（7 月～8 月、施設長、部門管理者（部課長、フロアー長）、

社協事務局長など 50名） 

⑨ 職場定着・人事労務研修【3 回開催】（8 月、10月、施設長、部門管理者（部課長、フロアー長）、社協

事務局長など 200名） 

⑩ 社会福祉法人理事・評議員研修（2月、社会福祉法人の理事・評議員 100名） 

⑪ 会計実務基礎講座（通信課程）（6月～11月、会計担当者 70名） 

⑫ 会計実務担当者研修（税務編）（9月、会計担当者（おおむね経験 3年以上）100名） 

⑬ 会計実務担当者研修（予算・決算編）（1月、会計担当者（おおむね経験 3年以上）120 名） 

⑭ 社会福祉法人財務管理研修（12月、社会福祉法人の役員、施設長等及び財務担当職員 140 名） 

⑮ 新 リスクマネジメント研修（虐待防止対策）（7 月、管理職及び指導的職員（係長、主任）等 120名） 

⑯ 新 リスクマネジメント研修（感染症対策）（8月、管理職及び指導的職員（係長、主任）等 120 名） 

⑰ 新 リスクマネジメント研修（苦情・クレーム対応）（10 月、管理職及び指導的職員（係長、主任）等

120名） 

（５）社会福祉研修委員会の開催 （2回） 

 

 

２ 介護支援専門員の養成と専門性を高めます 

（１）介護支援専門員の養成と資質の向上 

介護支援専門員の養成と資質向上のため、教材の改良を図り、各種研修を実施します。 

① 介護支援専門員実務研修（後期:4月～7月、第 23回試験合格者 352名／前期:1月～3月、第 24 回試験合格者 300名） 

② 介護支援専門員専門研修課程Ⅰ・更新研修Ａ（前期） （4 月～8 月、実務従事 6 か月以上の介護支援

専門員 1,002名） 

③ 介護支援専門員専門研修課程Ⅱ・更新研修Ａ（後期）(10月～3月、実務従事 3年以上の介護支援専門

員 2,065 名) 

④ 介護支援専門員更新研修Ｂ・再研修 （4月～9月、実務経験を有しない介護支援専門員等 935名） 

⑤ 介護支援専門員施設ケアマネジメント研修（2 月～3月、介護保険施設で実務に従事する介護支援専門

員 210名） 
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⑥ 介護支援専門員研修内容検討委員会（4 回、学識者・実務代表者・行政関係者） 

⑦ 介護支援専門員研修講師等説明会（4回、講師及び演習指導者） 

⑧ 介護支援専門員研修ワークブック改訂会議（3 回） 

（２）介護支援専門員実務研修受講試験（10月、受験希望者約 2,500名） 
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６．幅広い主体・資源がつながる地域づくり活動支援 

 

１ ボランタリー活動の担い手の拡充・活動の充実に向け支援します 

（１）地域づくり活動情報システム運営事業の推進 

地域づくり活動情報システム（コラボネット）を、インターネット上に開設し、地域団体・ＮＰ

Ｏ等の登録を行い、イベント・助成金情報等を発信します。 

① 助成金やイベント、ボランティア活動情報、活動団体情報などの発信（随時） 

② メールマガジン（コラボＮＥＷＳ・のじぎくＶ－ＮＥＷＳ）運営事業（月 2 回） 

（２）ボランティアグループ・ＮＰＯ等に対する資金支援 

地域づくり活動や新型コロナウイルスへの対応を含む社会的課題の解決に向けた取り組みなど

を進めるボランティアグループやＮＰＯ等に助成し、その活動を支援します。 

① 県民ボランタリー活動助成（ボランティアグループ・団体向け） 

② 中間支援活動助成、地域づくり活動事業助成（ＮＰＯ法人等向け） 

③ 特定課題対応助成 

（３）ひょうご若者被災地応援プロジェクト事業の実施 

企業等からの「ふるさとひょうご寄附金」を活用し、高校生・大学生等の若者グループが、東日

本大震災等の被災地を継続して応援するための事業・人材養成を行います。（15件） 

（４）地域づくり活動サポート事業の実施 

青少年本部、各地方青少年本部配置の地域活動コーディネーターと随時情報交換を行うとともに、

企業の社会貢献活動等の情報をホームページ等で発信します。（2回程度） 

（５）ＮＰＯ設立・運営相談の実施 

ＮＰＯ法人を設立したい人やＮＰＯ法人の運営にかかる相談窓口として、情報提供や相談支援を

行います。（80件程度） 

 

 

２ 地域課題の解決に向けた多様な主体の連携・協働による取り組みを支援します 

（１）ひょうごボランタリー地域づくりネットワーク会議の開催 (3月)  

ひょうごボランタリー基金の助成を受けた団体・

ＮＰＯの報告会を開催するとともに、行政・企業等

が参画することで、情報交換とネットワークづくり

の場づくりを進めます。 

 

 

 

ネットワーク会議でのＮＰＯ法人による発表 
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（２）ひょうごボランタリープラザ「交流サロン」の運営 

ボランティアグループやＮＰＯが交流するスペースを、「交流サロン」（印刷コーナー、ミーティ

ングコーナー、資料コーナー、セミナー室等）として設置・運営します。 

（３）企業やＮＰＯ等との協働の場づくりの推進 

地域づくり活動情報システム（コラボネット）で、「企業とＮＰＯの協働のひろば」を運営する

とともに、大学コンソーシアムひょうご神戸や大学ボランティアセンターの連携・協働を推進しま

す。 

 

 

３ 市町社協ボランティア・市民活動センターや中間支援ＮＰＯ等の連携・協働を支援します 

（１）ＮＰＯと行政の協働会議 

ＮＰＯ（中間支援団体）が構築しているネットワーク（ひょうご中間支援団体ネットワーク）と

協働し、勉強会や意見交換会等を通じ、市民セクターと行政との情報共有の促進を図ります。 

（２）市町・市区町社会福祉協議会連携等会議の開催 

地域をより豊かにするために市町や市区町社協等がボランタリーセクターと連携・協働した取組

を推進します。「災害ボランティアの連携」をテーマに、「大規模災害を想定した災害ボランティア

連携訓練」と併せて開催します。（1回） 

（３）ボランティア・市民活動災害共済事業の運営 

ボランティア・市民活動の発展に寄与するため、ボランティア・市民活動中に生じた事故に対す

る補償制度としての共済事業を運営します。 
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７．大規模災害に備えた支援体制づくり 
 

１ 災害ボランティア活動を支える体制の構築・強化を進めます 

（１）拡 災害救援ボランティア活動支援事業の推進 

県域の「災害救援ボランティア支援センター」の機能の充実を図るとともに、県・市町・社協（近

畿府県・市町）・ＮＰＯ等と連携し、平時からの災害ボランティア支援体制や人材養成をすすめま

す。また、全国的な災害ボランティア支援団体等との連携を進めます。 

① 「災害救援ボランティア支援センター」の体制強化 

災害時に行政、社協、ＮＰＯ等の支援活動情報や課題を共有する「情報共有会議」を設置するなど、

大災害時の体制を充実します。 

・情報共有会議の設置  

② 災害救援ボランティア活動支援関係団体連絡会議 

の実施 

③ 大規模災害を想定した災害ボランティア連携訓練 

の実施 

県災害救援ボランティア活動支援関係団体 

連絡会議、行政（県・市町）、社協、ＮＰＯ 

などを対象に、南海トラフ巨大地震等を 

想定した訓練を実施し、全国に発信します。 

④ 災害ボランティアコーディネーター養成研修（2回） 

⑤ 市町社協災害救援マニュアル策定支援 

⑥ 「ひょうご若者災害ボランティア隊」の運営 

⑦ 災害ボランティアバスの実施 

⑧ 新 近畿ブロック社協災害支援研修の開催 

（２）ひょうご災害ボランタリー活動サポート事業 

大規模災害時に市町域で設置される「災害ボランティアセンター」の体制強化を図るため、市町

社協ボランティアセンターに助成を行います。（40市町、各 100万円） 

（３）被災地「絆」ボランティア活動支援事業 

東日本大震災、熊本地震及び平成 30 年 7 月豪雨（岡山県）の被災地における復興を支援するた

めのボランティアバス支援事業を実施するとともに、被災者招へい事業等を行います。 

① ひょうごボランタリープラザ主催によるボランティアバス事業 (3月) 

② 学校等との協働によるボランティアバス事業 

③ 東日本大震災ボランティア・インフォメーションセンター・兵庫の運営  

④ ボランティアバス助成事業（ＮＰＯ・ボランティア団体等が実施するボランティアバス助成） 

⑤ 東日本大震災被災者招へい事業（1月） 

連携訓練でのグループワークの実施 
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（４）災害ボランティアの活動しやすい環境づくり 

① 「災害ボランティア割引制度」等の実現促進 

災害復旧・復興支援活動に欠かせない災害ボランティアの活動しやすい環境づくりのため、必要に

応じて、国等へ働きかけていきます。 

② 拡 大規模災害ボランティア活動応援プロジェクトの実施 

大規模災害時に被災地でボランティア活動を 

行う団体・グループにかかる交通費、宿泊費の 

一部を助成するとともに、このプロジェクトを 

活用して被災地でのボランティアに従事しよう 

とする者に対する PCR 検査を実施するなど、社 

会全体でボランティアを支援するしくみづくり 

について、全国に発信します。（50件） 

 

 

２ 県域での災害福祉支援体制づくりを進めます 

（１）拡「兵庫県災害福祉広域支援ネットワーク」への参画 

   兵庫県が設置している「災害福祉広域支援ネットワーク」に参画し、社会福祉法人経営者協議会

や福祉施設種別協議会、市町社協活動推進協議会などの県域団体と協働し、災害時要配慮者支援に

向けたネットワークづくりを推進します。 

また、災害時における要配慮者への対応、二次被害の防止等を図るために兵庫県が創設を検討し

ている「災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）」活動に協力していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野県長野市での災害ボランティア活動 
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８．事業展開に向けた組織基盤強化等 
 

1 安定的、継続的な法人運営に向けて、県社協の組織強化に努めます 

（1）法人のガバナンスの強化等に向けた取り組み 

「内部管理体制の基本方針」に基づく対応を進めるとともに、会計監査人からの指摘事項等を踏

まえた業務の改善・効率化に取り組みます。 

① 「内部管理体制の基本方針」に基づく規程・マニュアル等の整備 

② 会計監査の実施と会計監査人からの指摘・指導事項に対する改善 

（2）理事会・評議員会・監事監査・部会等の開催 

適切な法人運営と地域福祉の推進に向けた、協議の場の充実を図ります。 

① 理事会（6月・11月・3月） 

② 評議員会（6 月・3 月） 

③ 正副会長会議（5月・7月・9月・11月・1月・3月） 

④ 監事監査（5 月） 

⑤ 評議員選任・解任委員会（随時）  

⑥ 総合企画部会（5月・7月・2月） 

 

 

2 県社協に対する社会的期待に応えられるよう、事務局機能の強化を図ります 

（1）「県社協 2025年計画」の策定・推進 

県社協 2025年計画を策定し、計画に基づき各種事業を推進します。 

① 総合企画部会の開催（年 3回） 

② 中期計画策定委員会の開催（1回） 

③ 職員会議等の開催（年間） 

（2）岡本基金による海外研修・研究事業の運営  

① 岡本基金運営委員会の開催（1回） 

（3）兵庫県福祉センター等の運営 

 

 

3 福祉への理解を広めるため、情報収集・発信機能の充実・強化を進めます 

（1） 機関紙「ひょうごの福祉」の発行、ホームページの運営   

① ひょうごの福祉の発行（隔月、福祉関係者・一般県民 17,500 部） 

② ホームページの運営 



- 24 - 

（2） 福祉関係図書等の作成・出版 

① 新 県社協 70年周年記念誌の発行（3月） 

② 新 県社協 70 年周年パンフレットの発行（11月） 

③ 「福祉手帳 2022」の発行 （12 月）  

④ 新「介護支援専門員門研修課程Ⅰ 演習ワークブック（改定版）」（3月） 

（3） 新「共生のまちづくり」推進フォーラムの開催（10月） 

県内各地域で多様な主体がつながり「共生のまちづくり」の取組みが推進されるよう、フォーラ

ムを開催します。  

（4） 社会福祉大会の開催    

県内の社会福祉関係者が一堂に会する場として、社会福祉大会（県社協 70 周年記念大会）を開

催し、表彰式・記念講演等を行います。 

① 第 69 回社会福祉大会の開催（11月 12 日、南あわじ市、県内社会福祉関係者等 600名） 

② 顕彰選考委員会の開催（7月） 

 

 

4 生活・福祉課題の実態を捉え、その解決に向けた政策提言を行います 

（1） 社会福祉政策委員会による政策提言活動 

① 福祉関係者からの政策提言に関する意見集約 (4～6月) 

② 県知事への政策提言 (8月) 

③ 県議会議長等への政策提言 (8月～9月) 

④ 社会福祉政策委員会、県からの回答会の開催 (6 月･7 月･2月) 

⑤ 福祉懇談会（9月）、知事との懇談会（12月）の開催 

（2）政策提言に向けた調査研究事業 

① 政策提言に向けた調査・研究助成事業の実施（3団体） 

② 社会福祉情勢セミナーの開催(8月) 

③ 県と福祉関係者との意見交換、各種研修会への講師派遣など 

（3）新年福祉のつどいの開催 (1月、社会福祉関係者 350名)  

（4）共同募金運動に対する協力 

① 社会福祉法第 119条に基づく意見具申の実施（5月） 

② 共同募金運動への協力（10月～3 月） 

 


